
「多文化共生に関するプラン（仮称）」
骨子案
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・本県における外国人県民・労働者の増加 、国における
「外国人の受入れ・秩序ある共生のための総合的対応策」
の策定、育成就労制度の創設など外国人県民を取り巻く社
会情勢が変化

・こうした社会情勢の変化に対応し、条例において目指す
国籍や民族等にかかわらず、誰もが安心して暮らし活躍
できる多文化共生の地域づくりを推進するため、「多文
化共生に関するプラン（仮称）」を策定

柱１【共有】地域や職場における相互理解の促進 【条例(基本的施策):相互理解の促進】

外国人を取り巻く状況の把握と情報発信、多文化共生に向けた相互理解の促進

柱２【共生】ライフステージ・ライフサイクルに応じた支援 【条例:教育・生活支援】

日本語教育の充実（コミュニケーション基盤の整備）、こどもに関する支援、生活支援の充実

柱３【共創】外国人材の活躍支援と共創社会の形成 【条例:人材の活躍支援】

企業等における外国人材の活躍支援、外国人留学生など様々な外国人材の活躍支援、地域活性化の推進等

施策の計画的・総合的な推進 【条例:推進体制の整備】

関係機関による連携・協働の強化、施策のフォローアップ 等

プラン 骨子案 概要

2

共有

共創共生

「在留外国人との共生社会を実現するための条例（仮称）」
に定める基本計画（「富山県総合計画-幸せ人口1000万～
ウェルビーイング先進地域、富山～を目指して」とも整合性
を図る）

○策定の趣旨 ○位置付け

概ね５年間（今後の社会経済情勢の変化や国の施策の動向な
どに応じて、適宜見直し）

○計画期間

○施策の方向性（３つの柱）



プラン 骨子案 概要（構成 1/2）

中項目大項目柱(条例)

①【新】関係機関連携による外国人の状況把握と情報発信（１）【拡】外国人を取り巻く状況把握と情報
発信

柱１
共有

〜地域や職
場における
相互理解の
促進〜

相
互
理
解
の
促
進

②外国人への生活・就労等に関する情報の提供、相談体制の確保

①多文化共生の意識啓発
（２）多文化共生に向けた相互理解の促進

②地域社会への参加・参画促進

①日本語学習の支援（外国人、支援団体）
（１）日本語教育の充実

柱２
共生

〜ライフス
テージ・ラ
イフサイク
ルに応じた
支援〜

教
育
・
生
活
支
援

②日本語教育人材の確保・育成

①【新】こども・子育て家庭への支援

（２）【拡】こども・教育に関する支援 ②教育の充実に関する支援

③進学に関する支援

①医療・保健・福祉に関する支援

（３）生活支援の充実

②居住環境に関する支援

③災害対策の充実

④【新】防犯・交通安全対策

⑤その他の支援 3



プラン 骨子案 概要（構成 2/2）

中項目大項目柱(条例)

①外国人材の受入に関する国の取組みへの対応
（１）企業における外国人材の活躍支援柱３

共創
〜外国人
材の活躍
支援と共
創社会の
形成〜

人
材
の
活
躍
支
援

②企業等の外国人材の受入・定着に向けた支援

①外国人留学生の就職・定着支援（２）外国人留学生など様々な外国人材の活躍
支援 ②外国人県民の就業支援

外国人県民との連携・協働による地域活性化の推進・グローバル
化への対応

（３）地域活性化の推進やグローバル化への対
応
①各機関・団体の連携・協働の強化、関係者連絡会議による施策のフォローアップ施策の計

画的・総
合的な推
進

推
進
体
制

の
整
備 ②市町村との連携や支援の強化、連絡会議による情報や取組の共有、協議・調整等
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○地域住民への意識啓発と外国人住民の地域参加の促進
・多文化共生イベントの充実・連携強化
・地域における外国人県民との交流活動の促進、好事例の創出・発信
・企業内での日本人従業員と外国人従業員とのコミュニケーション向

上等の環境整備
・地域と外国人をつなぐ橋渡し人材の育成

プラン 骨子案 1/3

○外国人の増加による地域社会の変化に対する
日本人県民の不安感にどう対応するか。

【国】一部外国人のルールを逸脱する行為や制度の
不適正利用に対する国民の不安や不公平感に対処す
る必要がある。

○（国の総合的対応策の対応を見ながら）関係機関と連携して、
外国人に関する実態把握と県民への情報提供・発信を検討
・外国人に関する実態等の情報のHP等での一元的な提供・発信柱

１
【
共
有
】
～
地
域
や
職
場
に
お
け
る
相
互
理
解
の
促
進
～

○生活・就労上のルール・マナーなどを理解し
身につけてもらうには、どのようなための取
り組みや情報発信が望ましいか。

○外国人が必要な情報や制度にアクセスできる
ようにするにはどうすればよいか。

【国】外国人が生活するにあたって必要な社会生活
上の制度・ルール等をわかりやすく学習する機会が
限られている。制度やルール等についてわかりやす
い形で迅速に情報を入手できる必要がある。

○外国人県民とのコミュニケーションと相互理
解を促すために必要な取り組み。

【国】学校、職場、地域など社会の様々な場面にお
いて共生社会の実現に向けた意識醸成が課題となっ
ている。

○多言語・やさしい日本語での行政・生活情報の提供
・多言語・やさしい日本語での行政・生活情報等の情報提供、関係機関

と連携した情報発信
・外国人の目線での外国人県民向け情報のHP等での一元的な提供・発信

○多言語での一元的な相談体制の充実
・「富山県外国人ワンストップ相談センター」での相談対応
・関係機関との連携強化、民間ノウハウの活用など相談体制の充実

(

１)

外
国
人
を
取
り
巻
く
状
況
把
握
と
情
報
発
信

(

２)

多
文
化
共
生
に
向
け

た
相
互
理
解
の
促
進

【課題】 【対応の方向性】【項目】
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○地域における日本語教育の量・質をどの
ように確保していくか。

【国】外国人がライフステージに応じて身に付ける
必要がある日本語レベルの基準等がなく、体系的に
順序立てて日本語学習を積み上げていくことが困難。

プラン 骨子案 2/3

○日本語教育の充実（コミュニケーション基盤の整備）
・初期日本語教室やオンライン日本語教室の充実
・企業が取り組む外国人材に対する日本語教育への支援
・日本語教育の実態把握、関係機関連携による日本語教育の提供
・県内ニーズに応じた日本語教師、サポーターの養成・確保

柱
２
【
共
生
】
～
ラ
イ
フ
ス
テ
ー
ジ
・
ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
に
応
じ
た
支
援
～

○支援が必要なこどもをどのように把握
し、支援していくか。

○外国人児童生徒が増加・多国籍化する
なか、日本語教育や学校の受入環境等
をどのように整備するか。

○生活上の様々なライフステージ・ライ
フサイクル(※)に関する課題にどう対応
するか。
(※) 出産・子育て、医療、福祉、税金、住居、

交通、災害対策、犯罪・交通安全 等

【国】外国人は、就学、進学、就職等、ライフス
テージを移行する際に課題に直面することが多い。

○支援が必要なこどもへの対応
・市町村と連携した支援が必要なこどもの把握及び包括的な支援

○教育の充実に関する支援
・外国人児童生徒の指導に携わる教職員の指導力の向上
・学校現場や担当教員に対する支援や外国人相談員の配置
・十分に学校で学べなかった、母国で義務教育を終了できなかった方を対象とした

高志のあかり中学校の運営
○進学に関する支援

・外国にルーツを持つ生徒の情報共有や進学支援体制の構築
・県立高校入学者選抜における外国人生徒に係る特別入学枠導入の検討

○医療・保健・福祉に関する支援
・外国人医療に対する医療機関等への認識拡大、各医療機関からの相談対応
・保健・福祉制度の関係機関との情報共有、多言語資料での情報発信 等

○居住環境に関する支援
・市町村と連携した外国人県民に対する住宅等に関する情報提供
・関係機関と連携した不動産事業者への働きかけ

○災害対策や防犯・交通安全対策等の充実
・外国人県民コミュニティや企業・監理団体等への防災研修等の実施
・外国人県民に対する防犯・交通安全対策の推進

（
１
）
日
本
語
教

育
の
充
実

(

２)

こ
ど
も
・
教
育
に
関
す
る

支
援

(

３)

生
活
支
援
の
充
実

【課題】 【対応の方向性】【項目】
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○外国人材が地域経済に貢献し地域社会とも
調和しながら定着していけるよう、企業に
はどのような対応が求められ、それをどの
ように支援していくか。

プラン 骨子案 3/3

○外国人材の受入・定着支援
・「とやま外国人材活用・定着支援デスク」による相談対応等
・受入企業が行う日本語教育、職場環境整備、地域交流等への支援、
好事例の創出・紹介

・外国人材受入・定着に向けた業種ごとの実態把握や対応検討

柱
３
【
共
創
】
～
外
国
人
材
の
活
躍
支
援
と
共
創
社
会
の
形
成
～

○留学生と県内企業とのマッチングや定着に向
け、どのような取り組みが効果的か。

○働きたい外国人県民の就労をどのように支援
していくか。

○外国人県民との連携・協働による地域活性化
の推進・グローバル化への対応をどのように
進めるか。

【国】人口減少が急速に進展する中、持続可能な地域
づくりを推進するため、外国人住民と連携・協働を
図ることが必要

○県内企業と外国人留学生とのマッチング支援
・「とやま外国人材活用・定着支援デスク」による留学生マッチング支援

の検討
・関係機関と連携した合同企業説明会等への留学生の参加等県内就職の推進

○外国人県民の就労支援
・外国人求職者の職業相談、求人情報の提供、求人の開拓、情報発信
・外国人の起業に向けた準備活動に対する支援

○地域活性化の推進やグローバル化への対応
・地域の維持・活性化に向け、外国人県民や外国人材との連携・協働の
促進、好事例の創出・紹介

・外国人県民が、自身の長所や独自の視点等を活かして地域活性化を図
る取組みの促進、人材の発掘や好事例の紹介

施策の計画的・総合的な推進（各機関・団体の連携・協働の強化、フォローアップ。市町村との連携・協働、情報共有）

(

１)

企
業
に
お
け
る
外

国
人
材
の
活
躍
支
援

(

２)

外
国
人
留
学
生
な
ど
様
々
な

外
国
人
材
の
活
躍
支
援

(

３)

地
域
活
性
化
の

推
進
等

【課題】 【対応の方向性】【項目】
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